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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

売上高 (千円) 763,609 672,3791,051,0771,417,0762,034,412

経常利益 (千円) 115,777 86,687 135,509 194,520 243,118

当期純利益 (千円) 67,761 48,926 73,832 108,101 135,498

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 17,721 17,721 17,721 357,072 358,402

発行済株式総数 (株) 1,013 1,013 1,013 13,048 13,148

純資産額 (千円) 219,305 268,529 343,2001,128,6441,240,707

総資産額 (千円) 410,741 356,310 554,3661,522,9171,570,037

１株当たり純資産額 (円) 216,490.88265,083.50338,796.5286,499.4494,364.71

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

2,000.00

(―)

2,200.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 66,891.8648,298.4372,884.929,957.7510,376.66

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 9,312.679,852.28

自己資本比率 (％) 53.4 75.4 61.9 74.1 79.0

自己資本利益率 (％) 36.6 20.1 24.1 14.7 11.4

株価収益率 (倍) ― ― ― 28.4 16.1

配当性向 (％) ― ― ― 20.1 21.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 85,882 10,105△110,950 316,322

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △21,751 △33,701△113,225△289,278

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 671,130△22,652

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 182,890 159,294 606,249 610,640

従業員数 (名) 32 33 38 60 79
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第10期までは潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。また、第11期は新株予約権(ストックオプション)の未行使残高がありますが、当社株式は非上場であり、期

中平均株価の算出が困難なため記載しておりません。

５　株価収益率については、第11期までは当社株式は非上場でありましたので記載しておりません。なお、平成18年

12月４日をもって当社株式は東京証券取引所マザーズへ上場しております。

６　従業員数は就業人員を記載しております。

７　当社は、第10期から第12期までの財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第13期の財務

諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けておりま

すが、第９期の財務諸表については監査を受けておりません。

８　第９期はキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、当該期のキャッシュ・フローに係る指標につ

いては、記載しておりません。

９　当社は、平成18年８月31日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。
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２ 【沿革】

年月 概要

平成７年３月 Oracleを中心としたデータベース技術と基幹業務ノウハウに強みを持ったシス

テムインテグレーション事業及びパッケージソフトウェアの開発販売事業を目

的として、埼玉県浦和市に資本金10,000千円で株式会社システムインテグレー

タを設立

平成８年３月 ECサイト構築パッケージソフトウェア「SI Web Shopping Ver1.0」を発売

平成９年２月 新郵便番号変換パッケージソフトウェア「FAQ里恵の新郵便番号変換ソフト」

を発売

平成９年８月 Oracle用開発支援ツール「SI Object Browser Ver3.0」を発売

平成12年４月 「SI Web Shopping」を直販から代理店販売体制にシフト

平成13年２月 本社を埼玉県さいたま市南区南浦和二丁目39番16号に移転

平成13年３月 Web教材作成ツール「SI 作って教材 Ver1.0」を発売

平成13年４月 事業内容にコンサルティング事業を追加

平成14年６月 データベース支援ツール「SI Object Browser ER Ver1.0」を発売

平成14年11月アンケート作成ソフト「SI 作ってアンケート Ver1.0」を発売

平成16年３月 既存の「SI Web Shopping」を全面リニューアルし、新機能を搭載した

「SI Web Shopping Ver7.0」を発売

平成16年５月 企画段階から参加してコンソーシアム方式で開発した次世代ERP「GRANDIT」を

新規リリース

平成17年３月 本社を埼玉県さいたま市南区沼影一丁目10番1号に移転

平成18年４月 ゲームで学ぶという新分野“g-Learning”のソフト「英単ダウト」発表

平成18年７月 大阪市中央区今橋に大阪支社を設置

平成18年12月東京証券取引所マザーズに上場

平成18年12月Webアプリケーション自動生成ツール「SI Object Browser AP Ver1.0」を発売

平成19年３月 Web-ERP「GRANDIT」コンソーシアムに参画

平成20年２月 「SI Object Browser 中国語版」、「SI Object Browser ER 中国語版」を中国

市場にて発売
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３ 【事業の内容】

(１) 概要

当社のビジネスは、次の３つの事業部門、４つの業務区分から構成されております。

事業部門 業務区分 業務内容

パッケージソフト

ウェア事業

パッケージソフト

ウェアの販売・保守

自社で企画から開発、サポート及びマーケティングに至るまで一

貫して行うパッケージソフトウェアの開発及び販売並びにERP

パッケージ(※１)「GRANDIT」の販売

＜主要パッケージソフトウェア＞

・ソフトウェア開発支援ツール 「SI Object Browser」

・ECサイト構築パッケージ 「SI Web Shopping」

・e-Learningパッケージ 「SI 作って教材」

・ERPパッケージ 「GRANDIT」

パッケージソフト

ウェアのカスタマイ

ズ

自社開発パッケージ及びERPパッケージ「GRANDIT」のカスタマ

イズ（ユーザーのニーズに合わせて変更）

システムインテグ

レーション事業

システムインテグ

レーション
パッケージソフトウェアに関連しないシステム構築

 コンサルティング事業 コンサルティング ERP導入やECサイト構築に関するコンサルテーション提供

※１　ERPパッケージ

Enterprise Resource Planningの略。受注・販売管理、在庫管理、生産管理、会計といった企業の基幹業務をサ

ポートする統合業務パッケージ。

　

(２) パッケージソフトウェア事業

① 事業の概要

当社のパッケージソフトウェア事業は、パッケージソフトウェアの販売・保守と当該パッケージソ

フトウェアのカスタマイズに区分されます。

当社のパッケージビジネスの戦略は「Catch and Grow」であります。単一のパッケージに依存する

のではなく、時代のニーズをいち早く捉え（Catch）、新製品を次々と企画・開発していきます。市場の

拡大が見込めると判断したパッケージソフトウェアには開発要員を集中させ、バージョンアップ及び

ラインナップ強化を行います。そして、その分野におけるデファクトスタンダード製品に育てます

（Grow）。この戦略の利点は、事業のリスク分散を図ると同時に、複数の幹を太くしてトータル収益を

拡大できる点にあります。

エンドユーザーへの販売は、間接販売と直接販売を一定割合でバランスさせています。間接販売で市

場拡大、ブランド認知を果たすとともに、直接販売で収益性向上、市場ニーズのフィードバックを行い

ます。
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② パッケージソフトウェアの販売・保守

当社がこれまでに開発及び販売している主要なパッケージソフトウェアは次のとおりであります。

パッケージソフトウェアの種類ごとに、製品ラインナップを充実させています。

パッケージソフトウェアの

種別
製品名 用途

プラットホーム

開発言語

最新バージョ

ン

発売開始時期

ECサイト構築パッケージ

「SI Web Shopping」

SI Web Shopping

BtoC版 １店舗版

BtoC

ショップ作成

Windows/Linux/UNIX

Java
平成19年３月

SI Web Shopping

BtoC版 モール版

BtoC

モール作成

Windows/Linux/UNIX

Java
平成19年３月

SI Web Shopping

BtoB版 販売サイト版

BtoB

販売サイト作成

Windows/Linux/UNIX

Java
平成19年11月

SI Web Shopping

BtoB版 調達サイト版

BtoB

調達サイト作成

Windows/Linux/UNIX

Java
平成14年４月

ソフトウェア開発支援ツー

ル

「SI Object Browser」

SI Object Browser

データベース開

発支援

Windows

Delphi

平成19年８月

SI Object Browser

Read Only Edition
平成19年８月

SI Object Browser

中国語版
平成20年２月

SI Object Browser ER
データベース設

計支援

平成18年12月

SI Object Browser ER

中国語版
平成20年２月

SI Object Browser AP

　for .Net アプリケーショ

ン開発支援

Windows

C#
平成19年9月

SI Object Browser AP

　for Java

Windows

C#/Java
平成20年２月

e-Learningパッケージ

「SI 作って教材」

SI 作って教材

スタンダード版

企業・学校向け

Web教材作成及び

受講管理

Windows

ASP
平成15年７月

SI 作って教材

ASP版

複数企業・学校

の共同学習向け

Windows

ASP
平成15年７月

　

a．ECサイト構築パッケージ「SI Web Shopping」

当社の中核ソフトである「SI Web Shopping」は平成８年３月、ECパッケージとして開発・リリース

されました。以来、機能アップのためのバージョンアップ及びラインナップの充実を重ね、販売を行っ

ております。

　

本製品は、次の特徴を有しております。

・各種のビジネスモデルに対応できる幅広い製品ラインナップ

BtoC版においては、１店舗だけのシンプルなものからモール(多店舗)形式のもの、またBtoB版にお

いては、販売型及び調達型のWeb-EDIシステム(※２)構築など、さまざまなECビジネスのモデルに柔

軟に対応できるソフトウェアがそろっております。

　

・プラットホーム(OS)やデータベース、アプリケーションサーバーの多様性

ソフトウェアのOSとしてWindows NT／2000、Linux、UNIXの３種類が選択可能です。また、対応データ

ベースも商用データベースのOracle、フリーデータベースのPostgreSQLに対応しています。さらに

アプリケーションサーバーも、IBM WebSphereやOracle AS、フリーソフトのApache・Tomcatに対応

しており、ユーザーの規模や既存技術に応じた製品を選択できます。
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※２ Web-EDIシステム

Web-Electronic Data Interchangeの略。企業間の取引データを相互交換する電子商取引(EDI)シ

ステムのうち、特にインターネットブラウザを使ってデータ交換を行うもの。

　

b．ソフトウェア開発支援ツール「SI Object Browser」

「SI Object Browser」シリーズは、ソフトウェア技術者向けの開発支援ツール群で、データベース

開発支援ツール「SI Object Browser」、データベース設計支援ツール「SI Object Browser ER」、ア

プリケーション開発支援ツール「SI Object Browser AP」の各ツールで構成されます。これらを組み

合わせることでソフトウェアの開発を総合的に支援し、開発生産性を向上させることができます。

　

c．e-Learningパッケージ「SI 作って教材」

当社のe-Learningは、教育・サービスを自ら実施するものではなく、e-Learningを行うためのシステ

ムをパッケージソフトとして提供するものです。このようなe-Learningを実現するためのシステムは、

LMS(※３)と呼ばれています。

当社のLMS「SI 作って教材」は、データベース技術を利用して簡単に教材作成ができるところに特

徴があります。

※３ LMS

　　Learning Management Systemの略。e-Learningを実施するための機能を総合的に持つシステム。

　
ｄ.パッケージソフトウェアの保守

パッケージ保守ビジネスでは、販売後のサポートのために各製品ごとにユーザーと保守契約を締結し

ています。

　

③ パッケージソフトウェアのカスタマイズ

カスタマイズビジネスは、パッケージに関連したノウハウを再利用できるので、効率的な開発が実現

できます。

　

a．ERPパッケージ「GRANDIT」関連ソリューション

当社は、「GRANDIT」制作に関して、最初のコンセプト作りの段階から参画しております。Webベース

のERPとすることやグローバルERPという構想などを企画し、基本設計、詳細設計、開発、テストまでを一

貫して行いました。

本製品の特徴は、第３世代と呼ばれるWebベースのERPだということです。情報システムのプラット

ホームがオフコン（第１世代）、クライアント／サーバーシステム（第２世代）からWeb（第３世代）

へと移り変わる中、いち早くユーザビリティ（操作性）の高いWeb-ERPを実現しています。
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また、同時にグローバルERPという構想も打ち出しました。もともとERPは基幹業務システムを統合し

たものでしたが、時代の変化とともにその周辺にさまざまな業務システムが登場してきました。たとえ

ばEC（電子商取引）やCRM（顧客管理システム）、SFA（営業支援システム）、WF（ワークフロー：電子

承認）、BI（ビジネスインテリジェンス）などの周辺システムです。これらのシステムは、基幹業務と

連携してコーポレートレベルでの業務効率化が課題とされています。このため周辺システムも最初か

ら一緒に設計・統合したグローバルERPという構想を実現しています。

「GRANDIT」のビジネス面での特徴は、本製品をコンソーシアム方式で開発・販売していることで

す。コンソーシアム参加企業各社が開発費用を出し合い、その費用で設計・開発を行いました。そして

完成後の製品を管理する会社としてインフォベック株式会社が設立され、本製品の著作権は同社に帰

属しています。当社は、インフォベック株式会社の株主（持株比率3.95％（平成19年３月末現在））と

なっています。

本製品をコンソーシアム方式とした主な理由は、１社当たりの開発費用負担を軽減することと早期

拡販を目指すことにあります。コンソーシアム各社がそれぞれ得意とする分野・販売チャネルを使っ

て販売活動を行うことが、短期間で多くの導入実績を上げる結果に結びついています。

当社は「GRANDIT」の企画・制作段階から深く関わっていることにより、ERP及び本製品に関するノ

ウハウを保有しています。製品作りが完了した現在は、これらのノウハウを生かしてコンソーシアム各

社からカスタマイズ業務の請負を行っています。

またカスタマイズ業務以外にも、「GRANDIT」をさまざまな企業にお使いいただくために、製品の販

売支援やコンサルテーション、導入支援などを業務として行っています。

　

b．ECサイト構築パッケージ「SI Web Shopping」関連ソリューション

ECサイトは、ユーザーごとにサイトの特徴や構成、デザインなどが異なります。パッケージの標準機

能だけでECサイトをオープンすることもありますが、通常はユーザーに合わせてデザインや機能をカ

スタマイズします。当社は、パッケージソフトウェアの販売だけでなくカスタマイズを含むトータルソ

リューションの請負を行っています。

　

(３) システムインテグレーション事業

システムインテグレーション事業は、パッケージソフトウェアに関連しないシステム構築を行って

おります。顧客先企業が必要とする販売管理、生産管理、顧客管理など、主に基幹業務システムに関して

要件定義から設計、開発、保守に至る業務を一括で請負う事業であります。　

　

(４) コンサルティング事業

コンサルティング事業は、ERP導入やECサイトの構築・運営に関するコンサルティングを行っておりま

す。

当社のERPビジネスでは、RFP(※４)をもとに提案書を作成し、プレゼンテーションを行って契約すると

ころからスタートします。つまり、ERPの開発・導入プロジェクトの上流工程から最後のカットオーバーま

でを一括して事業範囲とします。その最初の工程となる要求分析フェーズがコンサルティング事業の根幹

となります。

※４ RFP

　Request For Proposal 提案依頼書
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(５) 事業部門別の売上高構成

当社の事業部門別の売上高及び売上高構成比は、次のとおりであります。

前事業年度

(自　平成18年３月１日

  至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

  至　平成20年２月29日)

売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％)

パッケージソフトウェア事業 1,264,23989.2 1,932,67395.0

パッケージソフトウェアの販売・保守 416,345 29.4 435,317 21.4

SI Web Shopping 74,664 5.3 68,635 3.4

SI Object Browser 297,651 21.0 337,016 16.6

SI 作って教材 23,082 1.6 7,507 0.4

GRANDIT 16,400 1.2 18,847 0.9

その他 4,546 0.3 3,309 0.1

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 847,894 59.8 1,497,35673.6

SI Web Shopping 316,251 22.3 497,060 24.4

GRANDIT 482,883 34.1 987,388 48.5

SI 作って教材 44,529 3.1 6,951 0.4

その他 4,230 0.3 5,954 0.3

システムインテグレーション事業 71,575 5.1 38,758 1.9

コンサルティング事業 81,260 5.7 62,981 3.1

SI Web Shopping 13,667 0.9 24,278 1.2

GRANDIT 66,313 4.7 32,923 1.6

その他 1,280 0.1 5,780 0.3

合計 1,417,076100.0 2,034,412100.0
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以上の内容を事業系統図に示しますと、次のようになります。
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４ 【関係会社の状況】

　

該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年２月29日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

79 31.0 2.7 6,617

(注) １　従業員数は就業人員であり、契約社員１名が含まれております。

２　従業員数が当事業年度末までの１年間において19名増加しておりますが、これは事業規模拡大に伴う採用によ

るものであります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

① 事業部門別の業績

当事業年度の事業部門別の業績は、次のとおりであります。

＜パッケージソフトウェア事業＞

パッケージソフトウェア事業は、ソフトウェア開発支援ツール「SI Object Browser」、ECサイト構

築パッケージ「SI Web Shopping」、e-Learningパッケージ「SI 作って教材」という３つの自社開発

製品と当社が企画段階から参画したWebベースのERPパッケージ「GRANDIT」を主力としております。

　「SI Web Shopping」、「GRANDIT」及び「SI 作って教材」の３製品の業務区分は、パッケージソフト

ウェアの販売・保守業務及びカスタマイズ業務から構成されます。「SI Object Browser」は、カスタ

マイズ業務がなく利益率が高いパッケージソフトウェアの販売のみとなります。

　当事業年度は、「SI Web Shopping」、「GRANDIT」が順調に推移しており、特に導入対象となる企業規

模が拡大していることもあってパッケージソフトウェアのカスタマイズ業務の売上高が大きく伸びて

おります。

　パッケージソフトウェアの販売・保守業務は、売上高435,317千円（前年同期比4.6％増）、売上総利

益270,545千円（前年同期比2.8％減）、パッケージソフトウェアのカスタマイズ業務は、売上高

1,497,356千円（前年同期比76.6％増）、売上総利益361,656千円（前年同期比114.9％増）となりまし

た。

　パッケージソフトウェア事業全体では、売上高1,932,673千円（前年同期比52.9％増）、売上総利益

632,202千円（前年同期比41.5％増）となりました。

　

＜システムインテグレーション事業＞

システムインテグレーション事業は、パッケージソフトウェアに関連しない基幹業務全般のシステ

ム構築を行っております。

　パッケージソフトウェア関連事業への人的リソース集中のため意図的に抑える方針としており、当事

業年度は、売上高38,758千円（前年同期比45.9％減）、売上総利益13,238千円（前年同期比48.7％減）

となりました。

　

＜コンサルティング事業＞

コンサルティング事業は、「SI Web Shopping」、「GRANDIT」の導入に関するコンサルテーションを

中心に行っております。

　当事業年度は、売上高62,981千円（前年同期比22.5％減）、売上総利益16,931千円（前年同期比

48.0％減）となりました。

　

以上より、当事業年度の業績は、売上高2,034,412千円（前年同期比43.6％増）、営業利益242,255千円

（前年同期比17.2％増）、経常利益243,118千円（前年同期比25.0％増）、当期純利益135,498千円（前年

同期比25.3％増）と増収増益を実現しており、売上高及び各利益ともに３期連続で過去最高を更新して

おります。
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事業部門別の売上高及び売上総利益について、前年同期比較表及び推移グラフを以下に示します。

　パッケージソフトウェア事業の売上高及び売上総利益の構成比率が95％を超え、パッケージ会社として

の位置づけをより明確にした１年となりました。

　

事業部門別の売上高

ａ．前年同期比較

事業部門

前事業年度 当事業年度

前年同期比
(％)

(自　平成18年３月１日 (自　平成19年３月１日

　至　平成19年２月28日)　至　平成20年２月29日)

売上高(千円)構成比(％)売上高(千円)構成比(％)

 パッケージソフトウェア事業 1,264,23989.2 1,932,67395.0 152.9

 パッケージソフトウェアの販売・保守 416,34529.4 435,31721.4 104.6

 パッケージソフトウェアのカスタマイズ 847,89459.8 1,497,35673.6 176.6

 システムインテグレーション事業 71,575 5.1 38,758 1.9 54.1

 コンサルティング事業 81,260 5.7 62,981 3.1 77.5

合計 1,417,076100.0 2,034,412100.0 143.6

　

ｂ．過去２事業年度及び当事業年度（第13期）の推移

　

事業部門別の売上総利益

ａ．前年同期比較

事業部門

前事業年度 当事業年度

前年同期比
(％)

(自　平成18年３月１日 (自　平成19年３月１日

　至　平成19年２月28日)　至　平成20年２月29日)

売上総利益
(千円)

構成比(％)
売上総利益
(千円)

構成比(％)

 パッケージソフトウェア事業 446,72288.4 632,20295.4 141.5

 パッケージソフトウェアの販売・保守 278,46955.1 270,54540.8 97.2

 パッケージソフトウェアのカスタマイズ 168,25333.3 361,65654.6 214.9

 システムインテグレーション事業 25,815 5.1 13,238 2.0 51.3

 コンサルティング事業 32,577 6.5 16,931 2.6 52.0

合計 505,115100.0 662,371100.0 131.1
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ｂ．過去２事業年度及び当事業年度（第13期）の推移

　

② 主要パッケージソフトウェアの状況

＜SI Object Browser＞

「SI Object Browser」は、ソフトウェア技術者向けの開発支援ツール群です。日本の少子化、若者の

エンジニア離れ、海外技術者との競合などにより、日本のソフトウェア開発の近代化が求められるな

か、生産性向上を実現する総合開発支援ツールとして製品ラインナップを増やす計画であります。

　現在は、データベース開発支援ツール「SI Object Browser」、データベース設計支援ツール

「SI Object Browser ER」の２製品が主力となっております。この２製品は当事業年度も堅調に推移

しております。また、平成19年８月には「SI Object Browser」を２年半ぶりにメジャーバージョン

アップし、売上高及び利益の押し上げ要因となりました。

　この他、新規ラインナップとして、第３の製品となるアプリケーション開発支援ツール

「SI Object Browser AP」のJava版を平成20年２月に新規リリースしました。これまでの.Net版と合

わせ、Webアプリケーション開発における２大言語であるJavaと.Netの両方に対応することができまし

た。

　また、海外展開の第一歩として「SI Object Browser 中国語版」及び「SI Object Browser ER 中国

語版」を平成20年２月から中国市場へ販売開始しております。

　当事業年度の「SI Object Browser」関連の売上高は、337,016千円（前年同期比13.2％増）となりま

した。

　

＜SI Web Shopping＞

「SI Web Shopping」は、EC（電子商取引）サイト構築用のパッケージで、コンシューマ向けの

「SI Web Shopping BtoC版」と企業間取引用の「SI Web Shopping BtoB版」があります。

　新バージョンとして平成19年３月にBtoC版のVer9.0を、平成19年11月にBtoB版のVer7.0を投入し、継

続的に機能強化を図ってまいりました。

　当事業年度は、これまでに培った技術ノウハウや多くの導入実績が顧客の信頼を生み、カスタマイズ

案件が堅調に推移しております。特に大手企業が運営する大規模サイトのリプレース案件が増加して

おります。

　当事業年度の「SI Web Shopping」関連の売上高は、589,973千円（前年同期比45.8％増）と引き続き

高い成長を実現しております。

　

＜SI 作って教材＞
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「SI 作って教材」は、e-Learningを行うためのLMS（Learning Management System）です。現在、

e-Learning市場は停滞局面ではありますが、将来性のある分野として注目しており、引き続き堅実な路

線で事業展開していく予定であります。

　当事業年度の「SI 作って教材」関連の売上高は、14,459千円（前年同期比78.7％減）となりました。

大幅な減少となりましたが、ほぼ予算どおりであり、事業としては黒字を堅持できておりますので、市

場の回復を引き続き見守る姿勢としております。

　

＜GRANDIT＞

「GRANDIT」は、ERP(統合型基幹業務システム)製品です。ERPの市場は非常に大きく、特に

「GRANDIT」のターゲットとする中堅企業は内部統制強化、日本版SOX法の施行を背景に需要が拡大し

ております。

　そのなかで「GRANDIT」はWeb-ERPという新時代のERPであることが評価されシェアを順調に伸ばして

おり、当社の事業においても引き続き高い成長を果たしております。

　当社は、「GRANDIT」が今後ますます中核事業として大きく成長すると判断し、平成19年３月30日付で

GRANDITコンソーシアムに参画しました。これにより、当社は従来のカスタマイズ事業に加えて

「GRANDIT」のパッケージ販売も可能となりました。「GRANDIT」の企画から開発まで長期にわたって

培ってきたノウハウと実績を活かし、パッケージソフトウェアの販売・保守とカスタマイズの両方で

大きくERP事業を伸ばしてまいります。

　当事業年度の「GRANDIT」関連の売上高は、1,039,159千円（前年同期比83.7％増）と大きな成長を遂

げております。

　

主要パッケージソフトウェア別の売上高について、前年同期比較表及び推移グラフを以下に示します。

　

主要パッケージソフトウェア別の売上高

ａ．前年同期比較

区分

前事業年度 当事業年度

前年同期比
(％)

(自　平成18年３月１日 (自　平成19年３月１日

　至　平成19年２月28日)　至　平成20年２月29日)

売上高(千円)構成比(％)売上高(千円)構成比(％)

 「SI Object Browser」関連 297,65121.0 337,01616.6 113.2

「SI Web Shopping」関連 404,58228.6 589,97329.0 145.8

「SI 作って教材」関連 67,912 4.8 14,459 0.7 21.3

 「GRANDIT」関連 565,59739.9 1,039,15951.1 183.7

 システムインテグレーション他 81,332 5.7 53,802 2.6 66.2

合計 1,417,076100.0 2,034,412100.0 143.6
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ｂ．過去２事業年度及び当事業年度（第13期）の推移

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、610,640千円と前事業年度末に

比べ4,391千円（0.7％）の増加となっております。主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは316,322千円のプラス（前年同期は110,950千円のマイナス）

となりました。これは主に税引前当期純利益228,950千円、減価償却費117,203千円、仕入債務の増加

32,641千円等の資金増加要因が、売上債権の増加6,827千円、前受金の減少17,216千円、法人税等の支払

額109,794千円等の資金減少要因を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは289,278千円のマイナス（前年同期比155.5％増）となりまし

た。これは無形固定資産の取得による支出278,165千円、本社増床に伴う敷金保証金の預入による支出

3,800千円等によるものであります。無形固定資産の取得による主な支出は、GRANDITコンソーシアムに

参画したことに伴う権利金の支払、前事業年度に取得したソフトウェア「SI Object Browser」の対価

支払等であります。GRANDITコンソーシアムに対する権利金の支払は、参画初年度となる当事業年度に

限り発生するものであり、「SI Object Browser」の対価は、平成20年５月で支払完了となる予定であ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは22,652千円のマイナス（前年同期は671,130千円のプラス）

となりました。これは配当金の支払額25,312千円及び新株予約権の権利行使による株式の発行による

収入2,660千円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

パッケージソフトウェア事業 1,232,342 142.9

パッケージソフトウェアの販売・保守 115,901 183.6

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 1,116,440 139.7

システムインテグレーション事業 26,337 57.3

コンサルティング事業 54,837 101.8

合計 1,313,517 136.5

(注) １　金額は、当期総制作費用であります。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 受注高(千円)
前年同期比
(％)

受注残高(千円)
前年同期比
(％)

パッケージソフトウェア事業 1,727,985186.7 455,563 202.5

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 1,727,985186.7 455,563 202.5

システムインテグレーション事業 33,535 49.1 5,205 49.9

コンサルティング事業 49,321 54.2 1,000 6.8

合計 1,810,842166.9 461,768 184.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２　パッケージソフトウェアの販売・保守については、受注金額のほとんどが同月に販売金額となり受注残高が発
生しないため、記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

パッケージソフトウェア事業 1,932,673 152.9

パッケージソフトウェアの販売・保守 435,317 104.6

パッケージソフトウェアのカスタマイズ 1,497,356 176.6

システムインテグレーション事業 38,758 54.1

コンサルティング事業 62,981 77.5

合計 2,034,412 143.6

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先

前事業年度
(自　平成18年３月１日
  至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
  至　平成20年２月29日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

オリンパスシステムズ(株) 194,215 13.7 435,238 21.4

全日空商事(株) 12,000 0.8 164,171 8.1

インフォコム(株) 176,598 12.5 150,956 7.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) ソフトウェア開発の近代化

ソフトウェア業界の生産性は、ハードウェア業界に比べて伸び悩んでおります。その原因としてソフト

ウェア開発の現場で相変わらず旧態依然の方法で開発作業がなされていることがあげられます。当社の

「SI Object Browser」シリーズはこのような状況を打開して、ソフトウェアの開発生産性を向上させる

ためのツール群であります。当社も、このような自社又は他社の効率化ツールを積極的に評価・採用し、

開発生産性の向上に努めてまいります。

　

(2) プロジェクト管理の強化

当社の事業のうち、パッケージソフトウェアのカスタマイズ、コンサルティング及びシステムインテグ

レーションの請負開発業務においては、「赤字プロジェクトの発生」が業績に大きく影響してきます。こ

のため、赤字プロジェクトの削減、撲滅は会社としての重要課題となります。

　この重要課題を根本的に解決するためには、社員教育とプロジェクト管理の強化を徹底する必要がある

と考えております。

　当事業年度は、社内プロジェクトチームとして、PMO（プロジェクト・マネジメント・オフィス）を立ち

上げ、全社的なプロジェクト管理及び人材育成に取り組んできました。　

　今後は、PMOを組織レベルで独立させ、より一層の品質及びプロジェクトの監視・管理体制を強化してい

きます。また、現在新製品として開発中のプロジェクト管理ツール「SI Object Browser PM」を、販売と

同時に自社にも導入し、抜本的な強化を行う予定であります。

　また、赤字プロジェクトの影響を図る指標として、赤字金額比率（赤字金額／粗利総額）を参考にして

います。当事業年度の赤字金額比率は4.6％となっており、第11期14.4％、第12期16.7％と比べて大幅に減

少しております。今後も赤字プロジェクトゼロを目指し、さまざまな有効手段を講じていく予定です。

　当事業年度（第13期）及び過去２事業年度の全開発プロジェクトの粗利総額及び赤字プロジェクトの

赤字金額をグラフ１に示します。

　

グラフ１：赤字プロジェクトの発生状況（対象：赤字金額1,000千円以上）

（注）プロジェクトの粗利総額は、パッケージソフトウェアの販売・保守業務を除く請負開発業務（パッケージソフト

ウェアのカスタマイズ、コンサルティング及びシステムインテグレーション）の売上総利益となります。

　

(3) 従業員急増に伴うプロジェクト粗利率の低下防止

当社は、パッケージソフトウェアの販売・保守業務とパッケージソフトウェアのカスタマイズ、コンサ

ルティング、システムインテグレーションという請負開発業務の両方を行っています。前者は利益率の高

い事業ですが、売上金額自体は後者の開発プロジェクトの方が大きく、その利益率が重要な経営指標とな
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ります。

　当社は、売上高の規模拡大に伴い従業員数も増加しており、そのプロジェクト利益率に対する影響も検

討課題となります。新しく加わった従業員の育成・指導には相応の期間が必要となるため、それが利益率

低下の要因となるからです。

　当事業年度（第13期）及び過去２事業年度の開発プロジェクトの平均粗利率と期末従業員数の推移を

グラフ２に示します。

　当事業年度の開発プロジェクトの平均粗利率は26.0％となっており、前事業年度に比べて2.3ポイント

上昇しています。前事業年度は、従業員数が38名から60名に急増したことによる影響が出たものと分析し

ていますが、当事業年度は、従業員数が79名に増加しているものの社員教育の徹底による効果も出始め利

益率は改善方向に向かっていると考えております。

　ただし、当社はまだまだ利益率の改善が可能であると考えております。今後もプロジェクト管理の徹底

と効果的な社員教育を実践することで赤字・不採算プロジェクトを撲滅し、中期的な目標としてプロ

ジェクトの平均粗利率を30％以上に上げることを経営課題としています。特に翌事業年度は、市場環境の

悪化が予見されることから、その影響を利益率向上で対応する方針としております。

　

グラフ２：プロジェクトの平均粗利率及び期末従業員数の推移表

　

(4) マーケティング力の強化

パッケージビジネスの成功のためには、マーケティングとセールスの強化が必要不可欠となります。当

事業年度からマーケティングとセールスを担当分けし、それぞれの役割を明確にしてきました。今後、計

画的なマーケティングを実施していくために、マーケティングとセールスが適度な緊張関係と相互信頼

を持てる体制を作り、効果的なマーケティングがセールスを支援する仕組みを確立してまいります。

　

(5) 人材の採用と育成

事業展開を行ううえで、人材の採用と育成は重要な課題となります。当社の基本理念である「社員全員

が一流の技術者」というコンセプトを維持しつつ、新卒採用と中途採用両方で優秀な人材を確保する必

要があります。

　また、採用以上に大切なのは人材の育成です。当事業年度は、教育専任担当を配置し効果的な教育プログ

ラム計画を立て実施してきました。今後従業員が増えてもこれまでと同等以上の充実した社内教育が行

えるように人材の育成制度を整備してまいります。

　翌事業年度は、従業員数79名から100名へと増員計画を立てております。従業員急増によるひずみが社内

に発生しているかどうかの１つの指標として退職率にも注目しています。当事業年度の退職率は12.7％

と増加して二桁に戻ってしまいましたが、昨年から強化した社員教育の効果が下期から表れて技術者の
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退職率は減少傾向にあります。もっともっと魅力的な会社にし、退職率を一桁台に下げることを経営課題

としています。

　当事業年度（第13期）及び過去２事業年度の従業員数と退職率の推移をグラフ３に示します。

　

グラフ３：従業員数と退職率の推移

　

(6) パッケージの強化

当社のパッケージビジネスは、特定分野に依存せずに市場の広がる分野にパッケージソフトウェアを

投入することを特徴としておりますが、それは各分野で競合製品との厳しい競争に打ち勝たなければな

らないことを意味しています。また、時代ニーズの変動も早く、継続して機能強化・改良に努めなければ

なりません。

　パッケージビジネスはその分野でトップシェアを獲得することが非常に重要となることから、上場によ

り調達した資金をパッケージソフトウェア開発及びマーケティングに注ぎ、当社製品がそれぞれの分野

で№１になるためのパッケージ強化を計画的に行ってまいります。

　当事業年度におけるパッケージソフトウェアの開発及びバージョンアップの実績を以下に示します。

　ここに示すように当事業年度は増収増益を継続しながらも、より中長期的な成長に向けて積極的な製品

開発を行っています。　

　

製品 発売時期 内容

SI Web Shopping BtoC Ver9.0平成19年３月 メジャーバージョンアップ

SI Web Shopping BtoB Ver7.0平成19年11月 メジャーバージョンアップ

SI Object Browser Ver10.0平成19年８月 メジャーバージョンアップ

SI Object Browser 中国語版平成20年２月 新発売

SI Object Browser ER 中国語版平成20年２月 新発売

GRANDIT 平成19年３月 コンソーシアム加入

　

(7) パッケージソフトウェアの海外展開

平成18年８月に設立したMIJS（メイド・イン・ジャパン・ソフトウェア）コンソーシアムは平成20年

２月末現在、28社の企業が参加しております。これは国内のトップクラスのパッケージを持つベンダが協

力し、日本のソフトウェアを海外にアピールするとともに連携を図っていくというものであります。

　当事業年度は、この新しい枠組みを利用して、「SI Object Browser 中国語版」の中国への展開を実施

しております。今後は「SI Web Shopping」の中国市場への展開を予定しております。これらの実施によ

る直接投資は少額なためリスクは小さいものの、提携先との信頼関係、販売力の強化及び知的財産の取り
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扱いが重要です。当事業年度に多くの企業と接触してほぼ準備が整ったため、今後はより積極的な展開が

できるものと考えています。

　

(8) 内部統制システムの強化

当社は、健全経営こそが企業を長期繁栄に導くと考えており、内部統制システムの強化を重要な経営課

題としております。

　当事業年度は、リスク管理に関する予見リスクの洗い出し、不正行為を適正に処理するための内部通報

窓口の設置、その他規程類の充実等コンプライアンス体制の整備に取り組んできました。この新しいルー

ルを遵守して実行するために、社員に対する啓蒙及び教育活動を行うことを今後の課題としています。ま

た、プライバシーマークの取得に向け、情報管理体制の強化に取り組んできました。

　

４ 【事業等のリスク】

以下に、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要と考えられる

事項については、情報公開の観点から積極的に開示しております。なお、当社はこれらのリスク発生の可

能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投

資判断は、本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1) 競合について

当社が開発するパッケージソフトウェアは、市場として高い成長が見込まれる分野を前提にしており

ます。そのため、どの分野においても競争は激しく各々競合が発生します。当社も様々なマーケティング

や企業との協業を推進して他社との差別化を図るよう努力をしておりますが、限られた人員を各分野に

分散しなければなりません。そのため、マーケティング力で勝る企業やより高い技術、画期的なコンセプ

トを持った製品が出現した場合、当社の業績は影響を受ける可能性があります。

　

(2) 新技術への対応

IT業界は技術革新が速く、新技術、新サービスが常に生み出されております。当社は、競争力のある製品

を提供しつづけるために最新技術を適時採用しております。この実践のため、当社は高度な技術を有した

エンジニアを継続的に採用するとともに、技術教育に重きを置いて新卒及び中途採用者を短期間で育て

上げるようにしております。また、既存社員に対する教育の充実を図り、エンジニア全員がタイムリーに

新技術のスキルを身につけられるようにしています。

　しかしながら、当該エンジニアを今後十分に確保できない場合、また、新技術をタイムリーに製品開発に

取り入れることに失敗した場合などには、当社の提供する製品は陳腐化し、競合他社に対する競争力の低

下や機会損失が発生しかねません。かかる事態が生じた場合、当社の業績は影響を受ける可能性がありま

す。

　

(3) トラブルについて

ECサイト上での企業と消費者間、又は企業間の取引においては、違法な取引やセキュリティ問題などの

トラブルが発生する可能性があります。このようなトラブルが、当社のECサイト構築パッケージソフトで

ある「SI Web Shopping」によって構築されたサイト上で行われる、又は発生する可能性もあります。か

かる事態が生じた場合、問題行為を行った当事者だけではなく、当該サイトを構築・運用するためのソフ

トウェアを提供したとして、当社が損害賠償請求も含めて責任を追及され、又は問題の解決を迫られるこ

ともありえます。このような事態が生じた場合、その解決にかかる費用が発生し、当社の業績は影響を受
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ける可能性があります。

　

(4) 製品の重大な不具合(バグ)による信用の低下について

プログラムの不具合であるバグを無くすことは重要な課題ですが、ハードウェアや基本ソフトなどの

環境との相性もあり、皆無にするのは難しいと一般的に言われています。当社は、このようなバグを発生

させないよう、開発の最終段階で念入りなテストを行い、品質を確保するようにしています。製品の信頼

性を高めることが、長期的なユーザーの獲得につながるものと考えております。

　しかし、念入りなテストを行ったとしても、予期しえない重大なバグを内在したまま販売する可能性が

なくなるわけではありません。製品を販売した後に重大なバグが発生した場合、製品の信用が低下し、当

社の業績は影響を受ける可能性があります。

　

(5) 新製品開発について

当社のパッケージソフトウェア戦略は、単一の製品に依存するのではなく、次々と新製品を企画・開発

する方針であります。しかしながら、新しい分野に投入した製品が十分な収益を上げるまでにはある程度

の期間がかかります。場合によっては、市場の見誤りや競合製品との競争の激化などにより、販売が低迷

する可能性があります。かかる事態が生じた場合、当社はそれまでに開発に要した投資を回収できず、当

社の業績は影響を受ける可能性があります。

　

(6) 知的所有権について

パッケージソフトウェア事業では、開発した製品が他社の特許又は知的財産権を侵害する可能性が無

いとは言えません。特許を含む知的財産権侵害により第三者から製品の販売中止などの提訴をされ敗訴

した場合、製品の販売中止や回収を命じられることもありえます。また、販売開始後、当社製品が他社の知

的財産権に抵触することが発覚した場合、当社はロイヤリティの支払いが必要な使用権許諾を得なけれ

ばなりません。かかる事態が生じた場合、当社の業績は影響を受ける可能性があります。

　

(7) 開発体制について

当社では、常に新技術を取り入れながらパッケージソフトウェアの企画・開発をしております。このた

め、社内のエンジニアは、高度な技術力が要求され、次々と新しい技術を習得し続ける必要があります。当

社は、新規採用によるエンジニアの拡充、及び資格取得制度やチューター制度、社内勉強会などによる社

員教育に力を入れております。しかし、技術の移り変わりが激しくエンジニアの育成が間に合わない場

合、又はエンジニアの社外流出が生じた場合は、開発作業に重大な影響を及ぼし、将来的に競争力のある

製品をタイミング良くリリースできなくなる可能性があります。かかる事態が生じた場合、当社の業績は

影響を受ける可能性があります。

　

(8) 収益体質の維持について

当社は堅実な経営こそが企業の成長につながると考え、創業以来13年間無借金経営、黒字経営を続けて

おります。当事業年度はパッケージソフトウェア事業の好調により、売上高が前年同期と比較して43.6％

増加しておりますが、この成長過程においても、管理部門の人員を極力抑制し、間接コストの低減に努め

てまいりました。

　しかしながら、今後も引き続いて開発人員を増強する中、社員に対する教育や管理が行き届かなくなる

可能性があります。また、新しいメンバーの比率が高くなることにより、現状に比べて社風の浸透や職場

環境の維持に障害が発生する可能性もあります。その結果、プロジェクトの採算悪化、赤字プロジェクト
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の増加などを招く恐れもあります。かかる事態が発生した場合は、現在の収益体質を維持するのが困難に

なる可能性があります。

　

(9) 売上高構成比率の変化について

当社はパッケージソフトウェアの販売・保守業務とパッケージソフトウェアのカスタマイズ、コンサ

ルティング、システムインテグレーションという請負開発業務の両方を行っています。前者は高収益が見

込まれる利点、後者は安定して収益が見込まれる利点があります。当社は、今後もこの２つを適度なバラ

ンスで展開し、市場景気の変動に柔軟に対応できる事業体制を維持していく予定です。今後もこの２業務

を継続して推し進める限り、それぞれの業務において次のようなリスクがあります。

　パッケージソフトウェアの販売・保守業務は、開発した製品が好調に推移すれば高収益が見込まれる反

面、低調に終われば開発費用、広告宣伝費を回収できない恐れがあり、損失が発生する可能性があります。

パッケージソフトウェアのカスタマイズなどの請負開発業務は、プロジェクトが予想より遅れ、予定して

いた利益が確保できない可能性があります。

　

(10) 売上高及び利益の集中について

ERPパッケージ「GRANDIT」関連の受託案件は、基幹業務システムということもあり企業の事業年度の

開始に合わせて本番稼動となる場合が多い状況です。これにより、当社の「GRANDIT」関連の売上高及び

利益は、当社の決算月（２月）に集中する傾向があります。そのため、開発及びサポートのピークが重な

り、要員の確保や配置が困難になったり、管理が不十分となる可能性があります。ピークをカバーできな

い状況となった場合、それが受注辞退やプロジェクトの採算低下などにつながり、当社の業績は影響を受

けることになります。

　

(11) 調達資金の使途について

東京証券取引所マザーズ上場に伴う公募増資で調達した資金は、当面は新製品の開発及び既存製品の

バージョンアップ費用に充当します。また、営業人員や技術者の採用と育成及び研究開発費用、広告宣伝

費にも充当する方針であります。ただし、IT業界は変化の速度が速く、競合各社も協業や合併を行ってい

る状況であるため、当社の事業投資が上記以外の目的に使用される可能性があります。

　

(12) ストックオプションについて

当社は、経営参画意識の向上と業績に対する意識や士気を高めることを目的として、平成13年改正旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）を役員へ付与してお

ります。平成20年２月29日現在、同ストックオプションによる潜在株式は700株であり、発行済株式総数

13,148株の5.3％に相当しております。

　当ストックオプションが権利行使された場合には、新株式が発行され株式価値の希薄化が生じる可能性

があります。

　

(13) 訴訟ないし法的権利行使の可能性について

インターネットを利用した事業は比較的新しい分野であり、これらに関する法的紛争、判例等もまだ限

定的であります。現在のところそのような事実はありませんが、当社の製品やソフトウェアプログラムあ

るいはインターネット全般に関する技術等について、第三者より権利の侵害請求に関する訴訟を提訴さ

れる可能性があります。かかる事態に陥った場合、当社は当然に、法的手段により防衛・解決に努力いた

しますが、敗訴等となった場合には当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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　また、ハッカーやコンピュータウィルスなどによるシステム障害が生じた場合、当社製品の利用者に一

定の損害を与えることから損害賠償等が提起される可能性もあります。このような事態に対応するため、

法的防御の観点から、当社製品の使用許諾書に免責事項を入れておりますが、上記と同様に敗訴等となっ

た場合には当社の事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成19年３月29日開催の取締役会で、インフォベック株式会社が事業母体となり企業10社で運

営される「GRANDITコンソーシアム」に加入することを決議し、平成19年３月30日付でインフォベック株

式会社及びインフォコム株式会社と「次世代統合業務ソフト事業に関する契約書」を締結しておりま

す。

　従来はコンソーシアム企業からカスタマイズ案件を受託するビジネス形態でしたが、本契約により

「GRANDIT」の販売権及び改変権を取得し、主体的にユーザーに対しての提案活動が可能となります。

　なお、当該契約の対価として権利金を支払っており、以後は販売高に応じたロイヤルティ等を支払うこ

ととなっております。また、契約期間は平成19年３月30日から平成24年３月29日までの５年間（以後１年

毎の自動更新）となっております。

　

６ 【研究開発活動】

　当社は、パッケージソフトウェア事業における研究開発活動として、当社の中核技術であるデータベー

スとWebを利用したパッケージソフトウェアの開発に取り組んでおります。当事業年度における研究開発

費の総額は、27,780千円であります。これは主に開発人員の人件費であります。なお、その開発の内容は以

下のとおりであります。

プロジェクト管理ツール「SI Object Browser PM」

本製品は「SI Object Browser」シリーズの新製品で、コスト管理、スケジュール管理、品質管理等のプ

ロジェクト管理に必要な各機能を備えたシステム開発プロセス全体を支援する管理ツールです。既存の

データベース設計支援ツール「SI Object Browser ER」、データベース開発支援ツール

「SI Object Browser」及びアプリケーション開発支援ツール「SI Object Browser AP」の３製品と合

わせて、システム開発における総合支援ツールとしての位置づけを確固たるものにしていくことを目指

しております。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び

開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を

勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異

なる場合があります。

　

(2) 財政状態の分析

流動資産は、前事業年度末に比べ9,154千円増加し1,281,802千円となりました。これは主として、現金

及び預金の増加4,391千円、売掛金の増加6,827千円、仕掛品の減少10,306千円、繰延税金資産の増加6,348

千円によるものであります。繰延税金資産の増加の主な要因は、賞与引当金の増加であります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ37,965千円増加し288,235千円となりました。これは主として、権利金

の増加80,000千円、ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定の減価償却等による減少43,376千円、投資有価
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証券評価損計上に伴う投資有価証券の減少7,500千円、本社増床に伴う敷金保証金の増加3,800千円等に

よるものであります。権利金の増加は、平成19年３月30日付で「GRANDITコンソーシアム」に参画したこ

とによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べ47,120千円増加し1,570,037千円となりました。

　負債は、前事業年度末に比べ64,942千円減少し329,330千円となりました。これは主として、外注加工費

の増加に伴う買掛金の増加32,641千円、未払消費税等の増加28,769千円、前受金の減少17,216千円、賞与

引当金の増加15,879千円、前事業年度に取得したソフトウェア「SI Object Browser」の対価支払等に伴

う未払金及び長期未払金の減少121,436千円等によるものであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ112,062千円増加し1,240,707千円となりました。これは、剰余金の配当

26,096千円、新株予約権の権利行使による新株の発行による資本金及び資本準備金の増加2,660千円、当

期純利益の計上135,498千円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況は、「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状

況」をご参照ください。

　

(4) 経営成績の分析

(売上高)

売上高は、前事業年度に比べ43.6％増収の2,034,412千円となりました。

　主に「SI Web Shopping」関連で45.8％増収、「GRANDIT」関連で83.7％増収となっております。また、売

上高全体に占める割合は、「SI Web Shopping」関連で0.4ポイント増加の29.0％、「GRANDIT」関連で

11.2ポイント増加の51.1％となっております。

　

(売上原価)

売上原価は、売上高の増加に伴い前事業年度に比べ460,080千円増加の1,372,040千円となりました。主

な増加の要因は、当期制作費用において、開発人員の増加による労務費の増加103,101千円、外注費の増加

224,345千円であります。また、売上原価率は、前事業年度に比べ3.0ポイント増加し、67.4％となりまし

た。

　

(販売費及び一般管理費)

販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ121,650千円増加の420,115千円となりました。主な増加の

要因は、人員増加による人件費の増加及び研究開発活動に伴う研究開発費の増加であります。また、売上

高対販売費及び一般管理費比率は、前事業年度に比べ0.3ポイント低下し、20.7％となりました。

　

(営業利益)

営業利益は、前事業年度に比べ35,604千円増加の242,255千円となりました。また、売上高営業利益率

は、前事業年度に比べ2.7ポイント低下し、11.9％となりました。

　

(経常利益)

経常利益は、営業外損益の影響も少なく、前事業年度に比べ48,598千円増加の243,118千円となりまし

た。

　

(税引前当期純利益)
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税引前当期純利益は、前事業年度に比べ33,271千円増加の228,950千円となりました。特別損失として、

非上場株式の減損処理を行ったことに伴う投資有価証券評価損7,500千円及び市場販売目的ソフトウェ

アの経済価値減少部分について損失処理を行ったことに伴うソフトウェア評価損6,667千円が発生して

おります。

　

(当期純利益)

当事業年度の当期純利益は、前事業年度に比べ27,397千円増加の135,498千円となりました。

　

なお、事業全体の包括的な分析及び事業部門別の分析は、「１　業績等の概要　(1)業績」をご参照くだ

さい。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当事業年度におけるソフトウェア等の無形固定資産を含む設備投資の総額は163,440千円であり、その内

容は、GRANDITコンソーシアムに参画したことに伴う権利金100,000千円、パッケージソフトウェア事業に

おける市場販売目的のソフトウェアの制作51,572千円、パソコン、サーバー及び自社利用ソフトウェア等

の設備投資11,867千円であります。

　また、当事業年度中に重要な設備の除却、売却等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具器具
及び備品

ソフトウェア
(ソフトウェア
仮勘定含む)

権利金 合計

本社
(さいたま市南区)

本社内部造作、情
報機器及びソフト
ウェア等

4,928 6,973 167,94980,000259,851 65

大阪支社
(大阪市中央区)

支社内部造作、情
報機器

271 1,285 ― ― 1,557 14

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　上記事務所等においては、他の者から建物の賃借を受けております。

事業所名(所在地) 設備の内容 年間賃借料(千円) 面積

本社(さいたま市南区) 本社建物 35,224 627.87㎡

大阪支社(大阪市中央区) 事業所建物 9,749 255.80㎡

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等
平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

本社
(さいたま市南
区)

ECサイト構築パッケージ
「SI Web Shopping」バージョン
アップ

80,00040,194自己資金
平成19年
７月

平成21年
２月期上
期

―

(注) 　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,040

計 39,040

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年５月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,148 13,148
東京証券取引所
(マザーズ)

―

計 13,148 13,148 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

　

臨時株主総会の特別決議日(平成17年８月31日)

事業年度末現在
(平成20年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成20年４月30日)

新株予約権の数(個) 70 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 700 700

新株予約権の行使時の払込金額(円) 26,600 同左

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～
平成27年８月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円)

発行価格　　26,600
資本組入額　13,300

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、権
利行使時においても、当社の取締役も
しくは従業員の地位にあることを要
す。
②その他の条件については、当社と付与
者との間で締結した新株予約権割当
契約の定めによるものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時には取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

― ―
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年７月７日 (注) １ 12 1,025 4,710 22,431 4,710 12,431

平成18年８月31日 (注) ２9,225 10,250 ― 22,431 ― 12,431

平成18年12月３日 (注) ３2,500 12,750299,000321,431299,000311,431

平成19年１月５日 (注) ４ 298 13,048 35,640357,07235,640347,072

平成19年３月１日～
平成20年２月29日 (注) ５

100 13,148 1,330 358,402 1,330 348,402

(注) １　有償第三者割当

発行価格　　785,000円

資本組入額　392,500円

割当先　　　システムインテグレータ従業員持株会

２　株式分割（１：10）によるものであります。

３　有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)

発行価格　　260,000円　　引受価額　　239,200円

払込金総額　598,000千円　資本組入額　119,600円

４　有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資)

発行価格　　260,000円

資本組入額　119,600円

割当先　　　野村證券株式会社

５　新株予約権の権利行使による増加であります。

　

(5) 【所有者別状況】

平成20年２月29日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 5 15 4 10 1 986 1,021

所有株式数
(株)

― 513 190 84 320 2 12,03913,148

所有株式数
の割合(％)

― 3.90 1.45 0.64 2.43 0.01 91.57100.00
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(6) 【大株主の状況】

平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

碓井　満 千葉県流山市 3,249 24.71

梅田　弘之 埼玉県さいたま市南区 2,690 20.45

梅田　和江 埼玉県さいたま市南区 2,160 16.42

システムインテグレータ従業員持株会
埼玉県さいたま市南区沼影１丁目10
番１号

429 3.26

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 363 2.76

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー 505025
（常任代理人 株式会社みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
 02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６番７
号）

189 1.43

引屋敷　智 神奈川県鎌倉市 160 1.21

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２
番10号

107 0.81

小鹿　恭裕 東京都清瀬市 100 0.76

江藤　鉄男 東京都港区 90 0.68

福田　武志 埼玉県さいたま市浦和区 90 0.68

計 ― 9,627 73.22

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 363株

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　13,148 13,148 ―

発行済株式総数 13,148 ― ―

総株主の議決権 ― 13,148 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年２月29日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役２名に対

して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年８月31日の臨時株主総会において特

別決議されたものです。

　
決議年月日 平成17年８月31日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 800　(注)１、３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。　(注)２、３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

(注) １　新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整する。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数について行

われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己株

式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３　平成18年８月14日開催の取締役会決議により、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「株式の数」及び「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されております。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社システムインテグレータ(E05643)

有価証券報告書

32/66



３ 【配当政策】

当社は株主への利益還元を重要な経営課題として認識しております。事業拡大に向けた内部留保も考慮

したうえで、業績連動型の配当を実施する方針としております。平成19年２月期の20％を始点として毎年

徐々に比率を高め、中長期的には配当性向30％を目標に考えております。配当は、期末配当の年１回を基本

的な方針としており、期末配当の決定機関は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、配当性向21.2％の１株当たり2,200円としております。内部

留保資金の使途につきましては、今後の事業拡大につながる投資に充当していきます。

　なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たりの配当額
(円)

平成20年５月27日
定時株主総会決議

28,925 2,200

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月

最高(円) ― ― ― 780,000 388,000

最低(円) ― ― ― 283,000 146,000

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。

なお、当社株式は、平成18年12月４日から東京証券取引所(マザーズ)に上場されておりますので、それ以前につい

ては、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年９月 10月 11月 12月 平成20年１月 ２月

最高(円) 210,000 273,000 242,000 232,000 193,000 188,000

最低(円) 160,000 193,000 179,000 182,000 146,000 158,000

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 梅　田　弘　之 昭和32年11月24日

昭和55年４月東京芝浦電気(株)（現(株)東芝）

本社入社

(注)２ 2,690平成元年８月 住商コンピュータサービス(株)

(現 住商情報システム(株))入社

平成７年３月 当社設立 代表取締役社長(現任)

専務取締役 管理担当 碓　井　　　満 昭和38年７月20日

昭和60年４月トーメン情報システムズ(株)入社

(注)２ 3,249

平成元年７月 住商コンピュータサービス(株)

(現 住商情報システム(株))入社

平成７年３月 当社設立 専務取締役就任(現任)

平成12年12月管理部長就任

平成18年10月管理担当就任(現任)

取締役

営業担当兼
大阪支社担当

兼
マーケティン
グ部長

引屋敷　　　智 昭和40年11月15日

平成元年４月 住商コンピュータサービス(株)

(現 住商情報システム(株))入社

(注)２ 160

平成12年４月Sumitronics Asia Holding

 Pte Ltd入社

平成14年２月当社入社 取締役就任(現任)

平成14年３月マーケティング部長就任(現任)

平成18年10月営業担当就任(現任)

平成19年４月大阪支社担当就任(現任)

取締役
技術担当兼
パッケージ開
発部長

小　鹿　恭　裕 昭和36年６月５日

昭和59年４月(株)エヌジェーケー入社

(注)２ 100

平成２年３月 住商コンピュータサービス(株)

(現 住商情報システム(株))入社

平成17年４月当社入社 システムインテグレー

ション部長就任

平成17年８月当社 取締役就任(現任)

平成18年３月ERPソリューション部長就任

平成18年10月技術担当就任(現任)

平成19年４月パッケージ開発部長就任(現任)

常勤監査役 ― 眞　田　宗　興 昭和15年８月２日

昭和39年４月三菱電機(株)入社

(注)３ ―

平成７年10月東洋高砂乾電池(株)(現 (株)トー

カン)経営企画部長、常務取締役等

を歴任

平成12年６月同社 常勤監査役就任

平成15年５月監査懇話会事務局長就任

平成15年６月トーエイ工業(株)監査役就任

平成18年５月当社 常勤監査役就任(現任)

監査役 ― 田　辺　利　行 昭和19年８月13日

平成元年３月 (株)鴨川グランドホテル 人事部

長

(注)４ ―

平成13年６月同社 取締役就任

平成16年６月同社 常勤監査役就任(現任)

平成19年11月(株)チャレンジャー・グレイ・ク

リスマス 非常勤監査役就任(現

任)

平成20年５月当社 監査役就任(現任)

監査役 ― 藤　村　明　彦 昭和18年10月31日

平成６年４月 三菱信託銀行(株)(現 三菱UFJ信

託銀行(株))池袋支店長

(注)４ ―

平成８年４月 同社　法務室長

平成９年２月 永楽実業(株)(現 エム・ユー・ト

ラスト総合管理(株))常勤監査役

就任

平成20年５月当社 監査役就任(現任)

計 6,199

(注) １　監査役眞田宗興、田辺利行及び藤村明彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成20年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

３　平成18年９月１日開催の臨時株主総会終結の時から平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。

４　平成20年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年２月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。
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５　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
　

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

茂　木　孝　一 昭和14年５月５日

昭和37年４月兼松株式会社入社

(注) ―

平成６年11月兼松ドイツ社長

平成９年６月 ホクシン株式会社監査役

平成12年６月株式会社宇野澤組鐵工所監査役

(現任)

(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値を継続的に高めていくためには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが

不可欠であると考えております。健全な企業体質こそが企業を発展・成長させるという方針のもと、ガバ

ナンス体制の強化及び充実を経営上の重要な課題の一つと位置付けております。

また、経営の透明性を高めていくことがコンプライアンスの実現に欠かせないと考えております。今後

も情報開示の姿勢を堅持し、株主をはじめとする利害関係者の方々に対して、迅速かつ適切な情報開示を

行ってまいります。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の機関の基本説明

取締役会は４名で構成されており、毎月１回開催される定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取

締役会を開催しております。取締役会では監査役出席の下、経営全般及び業績の進捗状況の報告、会

社の重要事項について意思決定を行っております。

この他に取締役及び監査役並びに各部門の責任者が出席する「経営会議」を月１回開催し、経営

方針の伝達、利益計画及び各案件の進捗状況の報告を受けております。

また、当社は監査役会を設置しており、社外監査役３名（常勤１名、非常勤２名）で構成されてお

ります。

なお、平成18年９月１日開催の臨時株主総会の決議により、当社定款において取締役及び監査役が

職務の遂行にあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議をもって、取締役及び

監査役の責任を法令の定める範囲とすることができる旨の規定を制定するとともに、社外取締役及

び社外監査役との間で責任限定契約ができる旨の規定を制定しております。当社は、社外監査役の全

員と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を

なすにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第1項各号に定める金額の合計額

（最低責任限度額）をもって損害賠償責任の限度とする責任限定契約を締結しております。
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②コーポレート・ガバナンス体制の模式図

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりであります。

　

　

　

③監査役監査及び内部監査の状況

当社の監査役は、全員が社外監査役です。各監査役は、取締役会その他の重要会議に出席し、客観的

な視点で経営の妥当性、効率性及び公正性に関する助言や提言を行うとともに、取締役の業務執行及

び各部門の業務遂行につき監査を行っております。また、内部監査担当及び会計監査人と緊密な連携

を保つため、積極的に情報交換を行い監査の有効性、効率性を高めております。

内部監査は、代表取締役社長直轄の内部監査担当２名が、各部門の業務遂行状況について監査を

行っており、監査結果を社長及び監査役に対して報告しております。

　

④会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員
業務執行社員

寺山　昌文

新日本監査法人中島　茂喜

塚田　一誠

(注)１　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２　同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて

関与することのないよう措置をとっております。

　

監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　１名　会計士補等　３名

　

(3) 内部統制システムの整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき「内部統制システムの基本方針」を定め、取締役会におい

て決議しております。同基本方針は、毎年見直しを行い当社の業務の適正性を確保するための体制の整備
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に取組んでおります。

　

(4) リスク管理体制の整備状況

当社のリスク管理体制は、リスクの予防と早期発見に重きを置いています。そのためには取締役会及び

監査役会の機能を十分発揮することが重要であり、経営リスクに関して活発な討議が行われるように努

めています。ガバナンスが不徹底なことによる業務運用上の問題が発生するリスクに関しては、内部監査

による各種規程及び業務フローの遂行状況の監査を行い、リスクの予防と早期対処を図っています。この

他、「リスク管理規程」を定め、同規程にそったリスク管理体制を構築しております。

　また、重要な法的判断については、顧問弁護士からアドバイスを受けるようにしております。

　

(5) 会社と社外監査役の関係

当社の社外監査役と当社の間には、特別な人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあり

ません。

　

(6) 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は、以下のとおりです。

取締役に支払った報酬　72,010千円（当社には社外取締役はおりません）

監査役に支払った報酬　 8,010千円（全員が社外監査役であります）

　

(7) 監査報酬の内容

当事業年度における当社の会計監査人に対する監査報酬は、以下のとおりです。

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　11,500千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。

　

(8) 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款で定めております。

　

(9) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議事項の審議を円滑に行うことを目的とし、会社法第309条第２項に定める

特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　

(11) 自己の株式の取得

当社は、機動的な経営を遂行することを目的とし、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の

規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に定めております。

　

(12) 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とし、中間配当について、取締役会の決議によっ
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て毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当

事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、前事業年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基

づき、また当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項

の規定に基づき、それぞれ財務諸表について、新日本監査法人による監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 606,249 610,640

　２　売掛金 487,146 493,973

　３　仕掛品 145,186 134,879

　４　貯蔵品 46 21

　５　前渡金 49 2,014

　６　前払費用 5,764 7,380

　７　繰延税金資産 27,599 33,948

　８　その他 752 426

　　　貸倒引当金 △ 147 △ 1,483

　　　流動資産合計 1,272,64783.6 1,281,80281.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 4,876 6,694

　　(2) 工具器具及び備品 10,855 16,577

　　　　減価償却累計額 △ 5,217 10,514 △ 9,811 13,459

　　　有形固定資産合計 10,5140.7 13,4590.9

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 211,325 123,918

　　(2) ソフトウェア仮勘定 ― 44,030

　　(3) 権利金 ― 80,000

　　(4) その他 170 170

　　　無形固定資産合計 211,49613.9 248,11915.8

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 8,473 973

　　(2) 延滞債権 4,042 ―

　　(3) 繰延税金資産 3,285 5,382

　　(4) 敷金保証金 16,499 20,299

　　　  貸倒引当金 △ 4,042 ―

　　　投資その他の資産合計 28,2591.8 26,6561.7

　　　固定資産合計 250,26916.4 288,23518.4

　　　資産合計 1,522,917100.0 1,570,037100.0
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　 前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 66,802 99,443

　２　未払金 127,844 36,974

　３　未払費用 16,481 21,145

　４　未払法人税等 65,401 56,273

　５　未払消費税等 ― 28,769

　６　前受金 36,092 18,875

　７　預り金 3,255 4,668

　８　賞与引当金 44,158 60,038

　９　受注損失引当金 3,670 550

　10　その他 ― 2,591

　　　流動負債合計 363,70623.9 329,33021.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期未払金 30,566 ―

　　　固定負債合計 30,5662.0 ― ―

　　　負債合計 394,27225.9 329,33021.0

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 357,07223.4 358,40222.8

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 347,072 348,402

　　　資本剰余金合計 347,07222.8 348,40222.2

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 26,000 26,000

　　　　繰越利益剰余金 398,500 507,903

　　　利益剰余金合計 424,50027.9 533,90334.0

　　　株主資本合計 1,128,64474.1 1,240,70779.0

　　　純資産合計 1,128,64474.1 1,240,70779.0

　　　負債純資産合計 1,522,917100.0 1,570,037100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

 (自　平成18年３月１日  
 至　平成19年２月28日)

当事業年度
 (自　平成19年３月１日  
 至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,417,076100.0 2,034,412100.0

Ⅱ　売上原価 911,96064.4 1,372,04067.4

　　　売上総利益 505,11535.6 662,37132.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 44,507 27,616

　２　貸倒引当金繰入額 3,679 1,336

　３　役員報酬 73,903 80,020

　４　給与手当 71,557 112,973

　５　賞与 16,596 19,545

　６　賞与引当金繰入額 10,914 17,064

　７　退職給付費用 3,325 5,007

　８　福利厚生費 15,982 23,219

　９　支払手数料 15,461 34,380

　10　減価償却費 997 1,635

　11　研究開発費 ※２ ― 27,780

　12　他勘定振替高 ※１ △ 14,472 △ 10,084

　13　その他 ※２ 56,010298,46421.0 79,620420,11520.7

　　　営業利益 206,65014.6 242,25511.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息及び受取配当金 13 4

　２　有価証券利息 245 455

　３　自動販売機収入 101 140

　４　講演料等収入 ― 190

　５　その他 6 366 0.0 72 862 0.1

Ⅴ　営業外費用

　１　株式交付費 7,570 ―

　２　上場関連費用 4,583 ―

　３　その他 343 12,4970.9 ― ― ―

　　　経常利益 194,52013.7 243,11812.0

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 2,310 2,3100.2 ― ― ―

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※３ 26 ―

　２　投資有価証券評価損 1,123 7,500

　３　ソフトウェア評価損 ― 1,1500.1 6,667 14,1670.7

　　　税引前当期純利益 195,67913.8 228,95011.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

96,948 101,898

　　　法人税等調整額 △ 9,370 87,5786.2 △ 8,445 93,4524.6

　　　当期純利益 108,1017.6 135,4986.7
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売上原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費

　１　給与手当 174,466 241,587

　２　賞与 22,579 38,604

　３　賞与引当金繰入額 33,244 42,973

　４　退職給付費用 7,554 10,536

　５　福利厚生費 24,255 35,890

　６　他勘定受入高 ※１ 14,472276,57328.7 10,084379,67528.9

Ⅱ　外注加工費 637,83866.3 862,18465.6

Ⅲ　経費

　１　消耗品費 9,648 9,141

　２　賃借料 20,435 28,573

　３　減価償却費 2,039 3,862

　４　その他 15,744 47,8685.0 30,080 71,6585.5

　　当期総制作費用 962,280100.0 1,313,517100.0

　　期首仕掛品原価 22,130 145,186

　　　合計 984,411 1,458,704

　　期末仕掛品原価 145,186 134,879

　　他勘定振替高 ※２ 28,691 79,353

　　　差引 810,532 1,244,471

　　ロイヤルティ 14,807 4,871

　　ソフトウェア償却費 78,224 91,705

　　権利金償却費 ― 20,000

　　当期商品仕入高 14,091 14,112

　　受注損失引当金繰入額 △5,696 △3,120

　　売上原価 911,960 1,372,040

(注) ※１　他勘定受入高の内容は、次のとおりであります。

項目

前事業年度

(自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日)

販売費及び一般管理費(千円) 14,472 10,084

※２　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目

前事業年度

(自　平成18年３月１日

至　平成19年２月28日)

当事業年度

(自　平成19年３月１日

至　平成20年２月29日)

ソフトウェア(千円) 22,327 51,572

研究開発費(千円) 6,363 27,780

計 28,691 79,353

　

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、プロジェクト別個別原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成18年２月28日残高(千円) 17,721 7,721 7,721 26,000 290,399316,399341,841

事業年度中の変動額

　新株の発行 339,350339,350339,350 ― ― ― 678,701

　当期純利益 ― ― ― ― 108,101108,101108,101

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 339,350339,350339,350 ― 108,101108,101786,802

平成19年２月28日残高(千円) 357,072347,072347,072 26,000 398,500424,5001,128,644

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(千円) 1,359 1,359 343,200

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― 678,701

　当期純利益 ― ― 108,101

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 1,359 △ 1,359 △ 1,359

事業年度中の変動額合計(千円) △ 1,359 △ 1,359 785,443

平成19年２月28日残高(千円) ― ― 1,128,644

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年２月28日残高(千円) 357,072347,072347,07226,000398,500424,5001,128,6441,128,644

事業年度中の変動額

　新株の発行 1,330 1,330 1,330 ― ― ― 2,660 2,660

　剰余金の配当 ― ― ― ― △ 26,096△ 26,096△ 26,096△ 26,096

　当期純利益 ― ― ― ― 135,498135,498135,498135,498

事業年度中の変動額合計(千円) 1,330 1,330 1,330 ― 109,402109,402112,062112,062

平成20年２月29日残高(千円) 358,402348,402348,40226,000507,903533,9031,240,7071,240,707
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

前事業年度
 (自　平成18年３月１日  
 至　平成19年２月28日)

当事業年度
 (自　平成19年３月１日  
 至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税引前当期純利益 195,679 228,950

　　　減価償却費 81,261 117,203

　　　賞与引当金の増加額 17,999 15,879

　　　貸倒引当金の増加額 3,679 1,336

　　　受注損失引当金の減少額 △5,696 △3,120

　　　受取利息及び受取配当金 △13 △4

　　　有価証券利息 △245 △455

　　　投資有価証券売却益 △2,310 ―

　　　投資有価証券評価損 1,123 7,500

　　　固定資産除却損 26 ―

　　　ソフトウェア評価損 ― 6,667

　　　株式交付費 7,570 ―

　　　売上債権の増加額 △207,959 △6,827

　　　たな卸資産の増減額(△：増加) △123,015 10,332

　　　未収消費税等の増減額(△：増加) △689 689

　　　仕入債務の増減額(△：減少) △14,920 32,641

　　　未払消費税等の増減額(△：減少) △8,543 28,769

　　　前受金の増減額(△：減少) 24,706 △17,216

　　　その他 7,649 3,312

　　　　小計 △23,696 425,657

　　　利息及び配当金の受取額 257 459

　　　法人税等の支払額 △87,511 △109,794

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △110,950 316,322

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有価証券の取得による支出 △299,754 △389,544

　　　有価証券の償還による収入 299,754 389,544

　　　有形固定資産の取得による支出 △7,020 △7,312

　　　無形固定資産の取得による支出 △105,473 △278,165

　　　投資有価証券の売却による収入 5,767 ―

　　　敷金保証金の預入による支出 △6,499 △3,800

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △113,225 △289,278

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　株式の発行による収入 671,130 2,660

　　　配当金の支払額 ― △25,312

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 671,130 △22,652

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 446,954 4,391

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 159,294 606,249

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 606,249 610,640

　

次へ
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

(1) 満期保有目的の債券

　      同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

(2) その他有価証券

―

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 仕掛品

個別法による原価法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

(1) 仕掛品

同左

(2) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ８年～50年

工具器具及び備品 ４年～15年

　

(1) 有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ３年～50年

工具器具及び備品 ４年～15年

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年

度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。

　なお、この変更による当事業年度

の損益に与える影響は軽微であり

ます。

(2) 無形固定資産

定額法

なお、市場販売目的のソフトウェ

アについては、見込販売有効期間

(３年)、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

(2) 無形固定資産

定額法

なお、市場販売目的のソフトウェ

アについては、見込販売有効期間

(３年)、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。

　また、権利金については、契約期間

（５年)で償却しております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

４　繰延資産の処理方法 株式交付費

　支出時に全額費用として処理してお

ります。

―

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支

払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 受注損失引当金

請負契約に係る開発案件のうち、

期末時点で将来の損失が見込まれ、

かつ、当該損失額を合理的に見積も

ることが可能なものについては、将

来の損失に備えるため、翌期以降に

発生が見込まれる損失額を計上して

おります。

(3) 受注損失引当金

同左

６　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同左

７　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　

会計方針の変更

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　―

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は

1,128,644千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

―
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

― 　（貸借対照表）

　前事業年度まで「ソフトウェア」に含めて表示して

おりました「ソフトウェア仮勘定」は、当事業年度に

おいて重要性が増したため区分掲記することとしまし

た。

　なお、前事業年度末の「ソフトウェア仮勘定」は752

千円であります。

― 　（損益計算書）

　前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「研究開発費」は、販売

費及び一般管理費の合計額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「研究開発費」は6,363千円であ

ります。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（外形標準課税制度の適用）

　当事業年度から資本金が１億円超になり外形標準課

税制度が適用となったことに伴い、「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報

告第12号　平成16年２月13日）に従い、法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費は3,945千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少

しております。

　　　　　　　　　　　  ―

　

注記事項

(損益計算書関係)
　

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　他勘定振替高の内容は、一般管理部門に所属する者

が制作に携わった制作原価相当額を制作費用の労務

費へ振替えたものであります。

※１　　　　　　　　　同左

※２　一般管理費及び当期制作費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　　　　　　　　　　6,363千円

※２　一般管理費及び当期制作費用に含まれる研究開発

費の総額　　　　 　 　　　　 　　27,780千円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具器具及び備品 26千円

　　計 26千円

※３　　　　　　　　　　―
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,013 12,035 ― 13,048

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当による新株発行　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　12株

　１株を10株とする株式分割　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 9,225株

　公募による新株発行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　2,500株

　オーバーアロットメントに伴う第三者割当による新株発行　　　　　　298株

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項
　

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

ストック・オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

(注) １　会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

２　上記の新株予約権の目的となる株式の種類並びに新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・

オプション等関係）に記載しております。

　

４　配当に関する事項

　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年５月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 26,096千円2,000円
平成19年
２月28日

平成19年
５月28日

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,048 100 － 13,148

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による新株の発行による増加　　 　　　　　　 100株

　
　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月25日
定時株主総会

普通株式 26,096千円 2,000円平成19年２月28日平成19年５月28日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成20年５月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,925千円 2,200円
平成20年
２月29日

平成20年
５月28日

　

(キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成19年２月28日現在)

現金及び預金勘定 606,249千円

現金及び現金同等物 606,249千円

　

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成20年２月29日現在)

現金及び預金勘定 610,640千円

現金及び現金同等物 610,640千円

　

　

(リース取引関係)
　

前事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

リース取引を全く利用しておりませんので、該当事項は

ありません。

同左

　

(有価証券関係)
　

１　当事業年度中に売却したその他有価証券

区分
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

売却額　　　　　(千円) 5,767 ―

売却益の合計額　(千円) 2,310 ―

売却損の合計額　(千円) ― ―

　

２　時価評価されていない有価証券

区分

前事業年度

(平成19年２月28日)

当事業年度

(平成20年２月29日)

貸借対照表計上額

(千円)

貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 8,473 973

(注) 表中の「貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であり、非上場株式について下記のとおり減損処理を

行っております。

減損処理にあたっては、期末における実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を

行っております。

　投資有価証券評価損　前事業年度　1,123千円　　当事業年度　7,500千円　
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(デリバティブ取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当

事項はありません。

同左

　

(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　当社は、退職金制度として、中小企業退職金共済制度に

加入しております。また、退職金制度の別枠で全国情報

サービス産業厚生年金基金に加入しております。当該厚

生年金基金は総合設立型であり、当社の拠出に対する年

金資産の額を合理的に計算できないため、当社の掛金拠

出割合により計算した年金資産額は205,372千円であり

ます。

退職給付費用に関する事項

厚生年金基金拠出金 8,239千円

確定拠出年金拠出金 2,640千円

退職給付費用 10,879千円

　当社は、退職金制度として、中小企業退職金共済制度に

加入しております。また、退職金制度の別枠で全国情報

サービス産業厚生年金基金に加入しております。当該厚

生年金基金は総合設立型であり、当社の拠出に対する年

金資産の額を合理的に計算できないため、当社の掛金拠

出割合により計算した年金資産額は243,580千円であり

ます。

退職給付費用に関する事項

厚生年金基金拠出金 11,988千円

確定拠出年金拠出金 3,555千円

退職給付費用 15,543千円

　

(ストック・オプション等関係)

　
前事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1) ストック・オプションの内容

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名

ストック・オプションの数 (注) 普通株式　800株

付与日 平成17年８月31日

権利確定条件 権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の

地位にあることを要する。

その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」で定

めるところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年９月１日～平成27年８月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。

なお、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式

数を記載しております。
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　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成19年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

平成17年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　(株)

前事業年度末 800

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 800

権利確定後　　　　　 　　 (株)

前事業年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―

(注) 平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を

記載しております。

　

②単価情報

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 (注)  　 　　   (円) 26,600

行使時平均株価　　 　 　　　 (円) ―

付与日における公正な評価単価 (円) ―

(注) 権利行使価格につきましては、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っており、当該株式分割に

よる調整後の金額を記載しております。

　

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1) ストック・オプションの内容

平成17年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　２名

ストック・オプションの数 (注) 普通株式　800株

付与日 平成17年８月31日

権利確定条件 権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の

地位にあることを要する。

その他の条件については、当社と新株予約権の割当てを

受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」で定

めるところによる。

対象勤務期間 平成17年８月31日～平成19年８月31日

権利行使期間 平成19年９月１日～平成27年８月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。

なお、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式

数を記載しております。
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　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成20年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

平成17年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　(株)

前事業年度末 800

付与 －

失効 －

権利確定 800

未確定残 －

権利確定後　　　　　 　　 (株)

前事業年度末 －

権利確定 800

権利行使 100

失効 －

未行使残 700

(注) 平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を

記載しております。

　

②単価情報

平成17年ストック・オプション

権利行使価格 (注) 　　 　　  (円) 26,600

行使時平均株価　　 　 　　　 (円) 186,500

付与日における公正な評価単価 (円) －

(注) 権利行使価格につきましては、平成18年８月31日付で１株を10株とする株式分割を行っており、当該株式分割に

よる調整後の金額を記載しております。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税否認 4,763千円

賞与引当金否認 17,917

一括償却資産損金算入限度超過額 1,213

貸倒引当金損金算入限度超過額

未払費用否認

20

2,201

受注損失引当金否認 1,482

計 27,599

繰延税金資産(固定)

ソフトウェア償却限度超過額 23

貸倒引当金損金算入限度超過額

投資有価証券評価損否認

816

1,626

一括償却資産損金算入限度超過額 818

  計 3,285

繰延税金資産合計 30,885

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

未払事業税 5,027千円

賞与引当金 24,255

一括償却資産 1,487

未払費用 2,955

受注損失引当金 222

計 33,948

繰延税金資産(固定)

ソフトウェア償却限度超過額 56

投資有価証券評価損 4,656

一括償却資産 669

  計 5,382

繰延税金資産合計 39,330

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

留保金課税 4.3

住民税均等割 0.4

評価性引当額の減少 △1.1

税率変更による影響 0.3

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

住民税均等割 0.4

税額控除 △0.4

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.8

３　税効果会計における適用税率の変更

　　資本金の増加により、当社の法人事業税に外形標準課

税制度が適用されることに伴い、当事業年度より法定

実効税率を41.7％から40.4％に変更しております。

　なお、当該税率の変更による影響は軽微であります。

３　　　　　　　　　　　―

　

(企業結合等関係)

当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

関連会社がないため、該当事項はありません。 同左

　

【関連当事者との取引】

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。 同左
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 86,499円44銭１株当たり純資産額 94,364円71銭

１株当たり当期純利益  9,957円75銭１株当たり当期純利益 10,376円66銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  9,312円67銭潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9,852 円28銭

当社は、平成18年８月31日付で１株につき10株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報は、以下のとおり

となります。

 １株当たり純資産額 33,879円65銭

 １株当たり当期純利益 7,288円49銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権(ストックオプション)の未行使残高

がありますが、当社株式は非上場であり、期中平均

株価の算出が困難なため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益

　当期純利益(千円) 108,101 135,498

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

　普通株式に係る当期純利益(千円) 108,101 135,498

　普通株式の期中平均株式数(株) 10,856 13,058

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額(千円) ― ― 

　普通株式増加数(株) 752 695

　　（うち新株予約権） (752) (695)

　

(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

（重要な契約の締結）

当社は平成19年３月29日開催の取締役会で、インフォ

ベック株式会社が事業母体となり企業10社で運営される

「GRANDITコンソーシアム」に加入することを決議し、平

成19年３月30日付でインフォベック株式会社及びイン

フォコム株式会社と「次世代統合業務ソフト事業に関す

る契約書」を締結しております。

　従来はコンソーシアム企業からカスタマイズ案件を受

託するビジネス形態でしたが、本契約により「GRANDIT」

の販売権及び改変権を取得し、主体的にユーザーに対し

ての提案活動が可能となります。

　なお、当該契約の対価として権利金100,000千円を支払

いました。

　　　　　　　　　　　― 
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資
有価証券

その他
有価証券

インフォベック株式会社 150 ―

アクシスソフト株式会社 10 973

計 160 973

　　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 4,876 1,817 ― 6,694 1,493 595 5,200

　工具器具及び備品 10,8555,721 ― 16,5778,318 3,999 8,258

有形固定資産計 15,7317,539 ― 23,2719,811 4,59413,459

無形固定資産

　ソフトウェア 285,70812,62219,188279,142155,22492,609123,918

　ソフトウェア
　仮勘定

752 51,5728,29444,030 ― ― 44,030

　権利金 ― 100,000 ― 100,00020,00020,00080,000

　その他 170 ― ― 170 ― ― 170

無形固定資産計 286,631164,19527,482423,343175,224112,609248,119

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

　― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 市場販売目的ソフトウェアの開発 51,572千円

権利金 GRANDITコンソーシアムへ加入 100,000千円

２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

ソフトウェア 市場販売目的ソフトウェアの償却完了 10,135千円

市場販売目的ソフトウェアの評価損計上 9,053千円

　

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

該当事項はありません。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 4,189 1,483 4,042 147 1,483

賞与引当金 44,158 60,038 44,158 ― 60,038

受注損失引当金 3,670 550 3,169 500 550

(注)１　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の金額は、洗替による取崩額であります。

    ２　受注損失引当金の「当期減少額（その他）」の金額は、損失見込額の減少による取崩額であります。

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 77

預金

当座預金 786

普通預金 608,452

郵便振替口座 1,324

計 610,563

合計 610,640

　

ｂ　売掛金

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

オリンパスシステムズ(株) 138,222

ＮＥＣビッグローブ(株) 65,667

全日空商事(株) 47,770

ソフトバンクＢＢ(株) 30,451

日商エレクトロニクス(株) 25,231

その他 186,631

合計 493,973

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

487,146 1,985,6071,978,780 493,973 80.0 90.4

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ｃ　仕掛品
　

区分 金額(千円)

受注制作ソフトウェア 134,879

合計 134,879

　

ｄ　貯蔵品

　

区分 金額(千円)

パッケージ梱包材料 12

ＣＤ－Ｒ 8

合計 21

　

②　負債の部

ａ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

(株)パイオニア・ソフト 22,157

ユニティソフト(株) 13,987

コスモ・コンピュータ・ビジネス(株) 10,073

エイ・フォース(株) 9,811

(株)ジェイ・ビー・クラフト 7,279

その他 36,134

合計 99,443

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ８月31日、２月末日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都港区芝三丁目33番1号
　中央三井信託銀行株式会社 本店

　　株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番1号
　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をすること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

公告掲載URL（http://www.sint.co.jp/ir/index.html）

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第12期(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)平成19年５月28日関東財務局長に提出

　

(2) 半期報告書

事業年度　第13期中(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)平成19年11月16日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年５月28日

株式会社システムインテグレータ

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　寺山 昌文　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　中島 茂喜　　　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社システムインテグレータの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第12期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社システムインテグレータの平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は重要な契約を締結している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年５月28日

株式会社システムインテグレータ

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　寺山 昌文　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　中島 茂喜　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　塚田 一誠　　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社システムインテグレータの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第13期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社システムインテグレータの平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　　

(※)　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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